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福岡県官民データ活用推進計画の策定に当たって

[image: ]
我が国は、今、人口減少社会に突入しています。その中で、１９７０年の国勢調査以降、本県の総人口は増加を続けてきましたが、やがて減少に転じることが見込まれています。経済規模の縮小、労働力の不足など、人口減少に伴いさまざまな社会的・経済的な課題が生じることが予測されます。
[bookmark: _GoBack]一方、モバイル端末の普及、IoTの進展、センサーやGPS技術の進歩といったICTの急速な進化により、大量のデータがリアルタイムで流通・蓄積される時代が到来しました。行政が保有するデータも、オープンデータという形で広く提供されるようになりました。

こうしたICTを有効に活用し、行政や民間事業者が有する大量のデータの利用環境を整備していくことで、人口減少に伴うさまざまな課題を解決し、生産性の向上、行政事務の効率化につなげていく必要があります。

本県では、これまで、行政手続のオンライン化、行政情報のオープンデータ化、ICTを活用した行政事務の効率化などに取り組んでまいりましたが、こうした取組みをさらに加速させるため、このたび新たに「福岡県官民データ活用推進計画」を策定しました。この計画では、「住民及び事業者の利便性向上」、「地域課題の解決」、「行政事務の効率化」の３つを施策の柱として、７つの分野で総合的、体系的に官民データの利活用を促進していくこととしています。

計画に掲げた目標の実現に向け、市町村と連携し、官民データの活用の推進に努めてまいりますので、皆さまの一層のご理解とご協力をお願いいたします。
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平成３１年３月
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[bookmark: _Toc534827290]第１章　総論








Ⅰ　計画策定の趣旨


スマートフォンなどモバイル端末の普及、IoTの進展、センサーやGPS技術の進歩などにより、大量のデータがリアルタイムで流通・蓄積される時代が到来しました。行政が保有する各種データや情報についても、オープンデータという形で広く提供されるようになりました。
こうした状況を踏まえ、2016（平成28）年12月に、官民のデータ活用のための環境を総合的かつ効果的に整備するため、官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号。以下「基本法」という。）が公布・施行されました。基本法では、都道府県は、国が策定する官民データ活用推進基本計画に即して、当該都道府県の区域における官民データ活用推進に関する施策についての基本的な計画を策定することとされています。
少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少により、経済規模の縮小、労働力不足、社会保障費の増大など、様々な社会的・経済的な課題が生じることとなります。本県では、これまで、電子申請などの行政手続のオンライン化、行政情報のオープンデータ化、ICTを活用した行政事務の効率化などに取り組んできました。
こうしたこれまでの取組みを踏まえ、ICTの更なる活用と官民データの利用環境の整備を促進することにより、住民及び事業者の利便性向上、地域課題の解決、行政事務の効率化を推進することを目的として「福岡県官民データ活用推進計画」を策定するものです。


[bookmark: _Toc534827292]Ⅱ　計画期間

「福岡県総合計画」の計画期間（2017（平成29）年度から2021（平成33）年度）との整合を図り、国の官民データ活用推進基本計画の計画期間（概ね3年間）を踏まえ、「福岡県官民データ活用推進計画」の計画期間は、2019（平成31）年度から2021（平成33）年度までの3年間とします。
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[bookmark: _Toc534827294]第２章　データ活用を取り巻く現状と課題





Ⅰ　福岡県の人口の現状と将来展望

[bookmark: _Toc534827296]１　福岡県の人口の推移
我が国の総人口は、戦後、増加を続けましたが、ピークである2008（平成20）年に１億2,808万人に達した以降は、減少しています。
年齢区分別にみると、年少人口（15歳未満人口）は1980年代の初めから減少しています。生産年齢人口（15歳以上65歳未満人口）は1995（平成7）年をピークに減少しており、老年人口（65歳以上人口）は、一貫して増加しています。




本県の総人口は、1970（昭和45）年の国勢調査以来、一貫して増加してきましたが、近年では微増となっています。
年齢区分別にみると、年少人口は、1980年代の半ば以降緩やかに減少しています。生産年齢人口は、2000（平成12）年をピークに減少、老年人口は、一貫して増加しており、概ね国と同様の推移となっています。
 [image: ]資料：総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25（2013）年3月推計）」


また、2011（平成23）年以降、死亡数が出生数を上回る自然減が拡大する一方、高度成長期、バブル期、リーマン・ショック直前の時期を除いて、転入数が転出数を上回る社会増となっています。
近年では、福岡県の総人口は、自然減を社会増で埋める状況であり、現時点では微増が続いている本県人口は、早晩ピークアウトし、やがては減少局面に転化すると見込まれています。



[bookmark: _Toc534827297]２　福岡県の人口の将来展望
本県の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計方法に準拠すると、2020（平成32）年の497万人が、2040（平成52）年には438万人、2060（平成72）年には359万人になります。
生産年齢人口は、291万人から2040（平成52）年には237万人まで約2割減少する一方で、老年人口は、145万人から155万人に増加します。年少人口は、62万人から46万人に約3割減少することになり、少子・高齢化が急速に進むことになります。

本県の将来人口推計（社人研推計準拠）

[image: ]
資料：「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「社人研推計準拠」）
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Ⅱ　ICTの動向


近年、IoT（Internet of Things）やAI（Artificial Intelligence）といったICT（Information and Communications Technology）は急速に進化しています。センサーやGPS技術の進歩を背景に、パソコンやスマートフォンなど従来の端末に加え、家電や自動車、ビルや工場など、世界中の様々なモノがインターネットへつながる「IoT時代」が到来しています。
IoTの進展に伴い、データ流通量は、飛躍的に増大します。スマートフォン等を通じた位置情報や行動履歴、インターネットやテレビの視聴・消費行動等に関する情報、小型化したセンサーから得られる様々なデータなどのビッグデータの生成・収集・蓄積が進みつつあります。
こうしたビッグデータのAIによる分析結果を、業務処理の効率化や予測精度の向上、最適なアドバイスの提供などに活用することで、新たな価値の創造につなげることができます。
IoT時代が到来する中、超高速・超低遅延・多数同時接続が可能な第5世代移動通信システム（以下「5G」という。）の開発など、情報通信ネットワークの基盤整備がさらに進化を遂げることが期待されています。
国においては、IoTやビッグデータ、AI等の先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れることによって、経済の発展と超少子高齢化等の様々な社会的課題の解決を両立していくため、「Society 5.0」の実現を目指しています。
[image: ]
資料：総務省「総務省重点施策2019」、経済産業省「産業構造審議会中間とりまとめ」
ネットワークとデータが創造する新たな価値

[bookmark: _Toc534827299]１　IoTの進展
[image: ]IoTの進展に伴い、データ流通量は世界的に拡大すると予測されています。Ciscoによると、世界の通信量（トラヒック）は、2016（平成28）年から2021（平成33）年の5年間で約2.9倍に増加し、2021（平成33）年には1か月あたり278エクサバイト（EB:10の18乗バイト）に達すると予測されています。世界の通信量の推移及び予測

資料：Cisco Visual Networking Index



世界のIoTデバイス（機器）数の動向をみると、2017（平成29）年時点で稼働数が多いものとして、スマートフォンなどの通信機器が挙げられ、全体の半数以上（約54%）を占めています。
今後は、コネクテッドカーの普及が進む「自動車・輸送機器」、デジタルヘルスケアの市場が拡大している「医療」、スマート工場やスマートシティが拡大する「産業用途（工場、インフラ、物流）」など多様な分野において、モノがインターネットにつながるIoTが拡がっていくことが予測されています。
[image: ][image: ]分野・産業別のIoTデバイス数及び成長率予測
世界のIoTデバイス数の推移及び予測

資料：IHS Technology




資料：IHS Technology

[bookmark: _Toc534827300]２　データの利活用
流通しているデータには、国や地方公共団体が提供するオープンデータ、工場などの生産現場のIoT機器から発信されるデータ、農業やインフラ管理から生じるデータ、個人の通信機器から得られるパーソナルデータなど多種多様なものがあります。資料：総務省「平成29年情報通信白書」
データの考え方

[image: ]
このうちオープンデータは、政府や自治体等が保有するデータのうち、国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの、②機械判読に適したもの、③無償で利用できるものの3点に該当するデータと定義されています。特に、自治体のオープンデータについては、地域における新事業・新サービスの創出、行政サービスの高度化等を実現し、地域の経済活性化、課題解決等に寄与するものとして期待されています。
[image: ]オープンデータに取り組む自治体は、年々増加しており、2018（平成30）年4月時点で、1,788団体中343団体となっています。都道府県については、全団体が取り組んでいますが、市区町村は、1,741団体中296団体となっており、約17%にとどまっています。取組みが進まない理由として、「オープンデータの効果・メリット・ニーズが不明確」「オープンデータを担当する人的リソースがない」等が挙げられています。資料：内閣官房IT総合戦略室調べ
オープンデータに取り組む地方公共団体数の推移
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[bookmark: _Toc534827301]３　AIの利活用
AI（人工知能）は、「人間の代わりに計算したり、判断したりできる高性能なコンピュータ、または、そのためのソフトウェア」「知能があるかのように振る舞える人工物」といったものを指します。
近年、AIスピーカーで使われる音声認識やスマートフォンに搭載された顔認識など、AIを活用した製品やサービスの普及が進み、人々の生活に身近なものとして浸透しつつあります。
さらに、インターネット等を通じて他のAIシステム等と接続し連携する「AIネットワーク化」が進展することにより、人びとの生活や社会、経済に大きな便益がもたらされることが期待されています。
企業におけるAIの導入状況をみると、2018（平成30）年の導入率は2～3割となっていますが、2020（平成32）年以降は6～8割へと大きく拡大することが予測されています。
諸外国の企業におけるAIの導入状況と予定（プロダクト・プロセス別）


[image: ]
ここでは「プロダクト」とは企業活動の結果、生み出される財やサービスそのものと定義します。
また「プロセス」とは企業活動において財やサービス等を生み出す際に必要な、企業内部の過程のことと定義します。
資料：総務省「平成30年情報通信白書」

[bookmark: _Toc534827302]４　通信ネットワークの整備
IoTの進展に伴い、その基盤となる通信ネットワークの重要性が増大しています。画像や動画を始めとした大容量の情報がやりとりされ、社会に存在する様々な機器が接続されることで、ネットワークを介して通信されるデータ量は、膨大なものとなります。
膨大なデータをストレスなく処理できる次世代ネットワークとして、「超高速通信（大容量）」「超低遅延（リアルタイム性）」「多数同時接続」といった特徴を持つ、5Gの開発が進められています。5Gの特徴

[image: ]
資料：平成29年 総務省情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会報告


従来の移動通信システムである4GやLTE（Long Term Evolution：3.9G）が基本的に、人と人とのコミュニケーションを行うためのツールとして発展してきたのに対し、5Gはあらゆるモノ・人などが繋がるIoT時代の新たなコミュニケーションツールとしての役割を果たすこととなります。
5Gと従来の規格の違い

[image: ]
資料：情報通信審議会　情報通信技術分科会　新世代モバイル通信システム委員会





5Gは2020（平成32）年の実現を目指し、世界各国で取組みが進められており、2020（平成32）年以降、世界の回線数は、5年で11億回線まで増加し、世界人口に対するカバー率は34%に達すると予測されています。
[image: ]資料：GSM Association
5G回線数の予測



5GのほかにIoT時代のネットワークとして、現在開発・提供が進んでいる無線通信技術にLPWA（Low Power Wide Area）があります。通信速度は数kbpsから数百kbps程度と既存の携帯電話システムと比較して低速なものの、一般的な電池で数年以上運用可能な省電力性や、数kmから数十kmもの通信が可能な広域性を有しています。このため、センサーなどのIoT機器を広範囲に多数設置する用途に適しており、導入が進められています。資料：総務省「第4次産業革命における産業構造分析とIoT・AI等の進展に係る現状及び課題に関する調査研究」（平成29年）
各通信方式の位置付け


[bookmark: _Toc534827303]５　我が国が目指す未来社会（Society 5.0）
内閣府の第５期科学技術基本計画において、我が国が目指すべき未来社会の姿としてSociety 5.0が提唱されました。Society 5.0は、これまでの狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く新しい社会として、「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）」と定義されています。
Society 5.0では、IoTで人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、AIにより必要な情報が必要な時に提供されるようになり、さらにロボットや自動走行車などの技術で、今まで人間が行っていた作業を代行・支援するといった社会の実現を目指しています。
これまでの社会やライフスタイルが大きく変わり、生活の利便性や生産性が大きく向上することが期待されています。
Society 5.0で実現する社会

[image: C:\Users\b180014\AppData\Local\Microsoft\Windows\Temporary Internet Files\Content.Word\無題.png]資料：内閣府ホームページ



Ⅲ　本県のデータ利活用の状況

[bookmark: _Toc534827305]１　行政手続のオンライン化の推進
行政手続のオンライン化は、各種の申請、届出その他の手続を、従来の紙による方法だけではなく、インターネットを利用する方法でも行えるようにするものです。
24時間365日どこからでも手続を行うことが可能であるため、住民にとっては、窓口に出向く交通費の節約、移動時間や待ち時間の短縮、郵送費の節約といったメリットがあります。また、行政機関にとっても、申請データの管理の効率化や窓口対応時間の短縮といった行政運営の簡素化・効率化が図られます。
本県では、2004（平成16）年度に56の行政手続を対象にオンライン化を開始しました。その後、順次、対象や利用の拡大に取り組み、2017（平成29）年度においては、法人二税（法人事業税及び法人県民税）の電子申告や、電子入札、県職員採用試験受験申込など、71の手続がオンライン化されています。これらの手続では、約28万件の申請がオンラインで行われており、紙による申請の件数を初めて上回りました。
本県のオンライン化した行政手続の状況


[image: ]

市町村の行政手続のオンライン化については、市町村の電子化・情報化の推進を図ることを目的に、県と市町村が共同で設立した「ふくおか電子自治体共同運営協議会」において、2006（平成18）年度に、市町村向け電子申請システムのサービスを開始しました。
2017（平成29）年度に、児童手当、保育、母子保健など子育て関連の申請等ができる「子育てワンストップサービス」を開始したことにより、2018（平成30）年度の電子申請システムの共同利用市町村数は50に増加しました。

「ふくおか電子自治体共同運営協議会」における電子申請の推移
	
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	電子申請サービス利用市町村数
	27
	27
	50

	電子申請件数
	24,302
	33,562
	-


「電子申請サービス利用市町村数」は各年度4月1日時点
[bookmark: _Toc534827306]２　マイナンバー制度の普及・活用
社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）は、住民の利便性を高め、行政の効率化を進め、公平・公正な社会を実現するために、国民全員に固有の個人番号を割り当てる制度であり、2015（平成27）年度から個人番号の割当が開始されました。マイナンバー制度は、社会保障・税・災害対策の分野で、地方公共団体や国の機関など複数の機関が保有する個人情報を、番号により効率的に活用することとされています。
県民にとっては、これまで市役所や税務署など複数の機関を回って書類を入手し提出していた手続が不要になります。
行政機関にとっては、様々な書類や情報の照合、入力に要している時間や労力が削減されるとともに、より正確に事務を行うことができるようになり、効率化につながります。
また、所得や他の行政サービスの受給状況を把握しやすくなるため、負担を不当に免れることや給付を不正に受けることを防止するとともに、本当に困っている方にきめ細かな支援を行うことができます。

[image: 三角.jpg]
資料：内閣府ホームページ「マイナンバー制度の意義」
こうしたことを実現するためには、国の各機関と全国の地方公共団体が安全かつ確実に個人情報をやり取りできる仕組みが必要となります。このため、国では、各機関を結んだ「情報連携ネットワーク」を構築し、2017（平成29）年11月から運用を開始したところです。
本県では、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）に定められた30種の事務において、住民票に関する情報、個人の所得に関する情報などのやり取りが可能となっており、運用開始から約1年となる2018（平成30）年9月現在、約3万5千件の情報連携が行われたところです。
顔写真とICチップを搭載したマイナンバーカードを取得することで、勤務地のコンビニエンスストアでも、居住地の住民票の写しをはじめとする各種証明書が取得できるコンビニ交付サービス、スマートフォンやパソコンからオンラインで行政手続や自分のマイナンバーの利用状況の確認ができるマイナポータルの利用、クレジットカードなどの民間が付与するポイントと自治体が付与するポイントを合算し、地元商店街での商品の購入や美術館の入場料などに利用することで地域の消費拡大につなげることを目的としたマイキープラットフォーム事業など、マイナンバー制度を用いて市町村などが提供する各種サービスを受けることができます。
また、カードに搭載された電子証明書を活用した様々な民間サービスが提供される予定となっています。
本県では、2018（平成30）年9月現在、県民の10％程度にあたる約53万枚のマイナンバーカードが交付されています。

マイナポータルの利用イメージ
[image: ]
[image: ]
資料：総務省「マイナンバー説明資料」
マイナンバー制度の安全な運用には、収集された特定個人情報（マイナンバーを含む個人情報）を的確に管理していくことが必須となります。
このため、国が設置した「個人情報保護委員会」では、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン」を作成し、マイナンバー情報の収集、管理、利用、廃棄の各段階で実施すべき安全管理措置を定めています。
本県では、このガイドラインに基づき、個人番号を取り扱う事務に対して、毎年、職員研修や実地監査を実施しています。また、市町村に対しても、研修会や安全管理措置に関する技術的支援を行っています。

[bookmark: _Toc534827307]３　デジタルデバイドの解消
デジタルデバイドとは、インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格差のことで、地理的な制約による格差と年齢・身体的な条件による格差があります。

地理的な制約による格差は、インターネットや通信サービスの利用機会の格差により生じ、動画、画像情報などが利用しにくくなることです。
地理的な制約による格差の解消については、本県では、2010（平成22）年度にブロードバンドの空白地域を解消し、超高速ブロードバンドの世帯の普及率は、通信事業者によるサービスエリアの拡大や市町村による通信事業者に対する整備支援などにより、光ファイバーなどの固定系が99.4％、LTEなどの移動系を含めると99.9％となっています。
なお、2020（平成32）年からの実用化を目指している5Ｇの利用ができるようになれば、無線通信により、現在の超高速ブロードバンドの環境よりも、さらに高速大容量の通信が可能になることから、超高速ブロードバンドの空白地域の解消に当たっては、5Ｇの実用化を踏まえながら検討していく必要があります。

年齢・身体的な条件による格差については、本県では、誰もが容易にホームページを利用できるよう、音声読み上げ機能や文字・図の拡大機能などの達成項目を定めた「福岡県ウェブアクセシビリティガイドライン」を策定し、解消を図ってきたところです。その結果、県行政全般の情報を掲載している「福岡県庁ホームページ」は、ウェブアクセシビリティ[footnoteRef:1]に関するJIS規格で、国が推奨する「レベルAA」の水準を満たすよう改修しています。これ以外の分野・事業別のホームページについても取り組んでいく必要があります。 [1:  高齢者や障がいがある方など心身の機能に制約のある人でも、年齢的・身体的条件に関わらず、ウェブで提供されている情報にアクセスし利用できること。] 


本県では、公共施設の防災力強化を図るため、国が策定した「防災等に資するWi-Fi環境の整備計画」に掲げる避難所等として利用可能な7施設に、防災用の公衆無線LAN「福岡防災フリーWi-Fi」を整備しています。
この整備計画に掲げる避難所・避難場所などの重点整備箇所の整備状況について、県と市町村を合わせた福岡県域全体の整備率は、2018（平成30）年10月現在、全国平均の73.2％を上回る86.6%となっています。本県では、市町村に対して、Wi-Fi環境整備に係る国の支援制度や活用事例に関する説明会を行い、整備を促しているところです。


[bookmark: _Toc534827308]４　行政情報のオープンデータ化の推進
オープンデータとは、国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データを、営利目的・非営利目的を問わず二次利用可能なルールの下、無償で提供したデータです。誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）でき、コンピュータで加工・処理しやすい形で地方公共団体のホームページや、データを取得・利活用するための機能を搭載したカタログサイト[footnoteRef:2]で公開されます。 [2:  データの属性や検索用のキーワードで検索できる機能や、プレビュー画面表示機能など、データの取得・活用がしやすいウェブサイト。] 

本県では、2017（平成29）年6月に、北九州市・福岡市と共同で運用するシステム上で、行政資料や統計資料といったデータを公開する「福岡県オープンデータサイト」の運用を開始しました。2018（平成30）年10月現在、このサイトには、交通事故情報、事件や防犯に関する情報、PM2.5などの大気環境情報といった、約8,000のファイルが公開されています。
県では、各市町村がオープンデータを一元的に活用できるよう、共通のフォーマットやシステムによるカタログサイトの開設をはたらきかけてきたところであり、2018（平成30）年10月現在、福岡市、北九州市、久留米市など24団体が共通の仕様によりサイトを開設、運用しています。
　こうしたオープンデータサイトを活用した新たなアプリケーションやサービスの開発を促進するため、県では、2018（平成30）年10月に学識経験者、IT事業者、ソフトウェア開発事業者、NPO団体、地方公共団体などで構成する「福岡県オープンデータ利活用推進会議」を設置したところです。
福岡県オープンデータサイトPV数（※１）等

[image: ]
※１　PV数：当該ページの表示回数
※２　データセットPV数：検索結果一覧から選択した、一連のデータ一覧ページのページ表示回数
※３　リソースDL数：ファイルをダウンロードした回数






21

[bookmark: _Toc534827309]５　IoTの活用
パソコンやスマートフォンなど従来のインターネット接続端末に加え、家電や自動車、工場など様々なモノがインターネットにつながるようになり、そのデータ流通量は、爆発的に増加しています。このようなIoTから得られるデータを産業や社会生活において活用することで、社会的課題の解決や経済の発展に向けた取組みが求められています。
本県では、「福岡県ロボット・システム産業振興会議」や「福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議」などの産学官連携プラットフォームが形成され、ロボット、半導体、軽量Ruby（Rubyを組込み分野に応用して開発したプログラミング言語）など、IoT関連の高度なハード技術、ソフト技術を持つ企業が集積しています。この集積の“強み”を活かして、IoT製品やサービスの開発から事業展開まで一貫した支援を行うことにより、県内IoT関連産業の振興に取り組んでいます。
このような地域のポテンシャルを活かした取組みが高く評価され、2016（平成28）年7月、経済産業省の地方版IoT推進ラボに、全国に先駆けて「福岡県IoT推進ラボ」が選定されました。 
この福岡県IoT推進ラボを中心に、①ニーズの掘り起こし、②ビジネスマッチング、③IoTプロジェクトの推進、④市場開拓支援、⑤人材育成の5本柱で一貫した支援を行っています。
こうした結果、本県が誇るブランドいちご「あまおう」の日々の最適なハウス内環境条件や必要な管理作業をスマートフォン等で確認できる「農作物栽培支援システム」や、ため池の水位や排水施設の状況をセンサーで取得し、スマートフォン等でリアルタイムに遠隔監視することで、災害の未然防止と農業用水の安定供給を図る「ため池管理システム」など、次々と先進的なIoTプロジェクトが生まれています。
[image: ]
一方で、IoT機器等のセンサーデータのうち、公開可能なものについては、オープンデータ化を推進しています。

[bookmark: _Toc534827310]６　情報システムの効率的な利用
本県では、県民への行政サービスの向上と行政事務の効率化を目的とした「電子県庁推進計画」を2001（平成13）年度に策定しました。
この計画に基づき、財務会計、人事給与等のシステムを再構築するとともに、県民や県内企業が利用する「電子申請システム」「電子調達システム」や県職員が利用する「文書管理システム」「庶務事務システム」などのシステムを新たに構築し、運用を行ってきました。併せて、民間のデータセンターを利用することで、災害時の業務継続性も確保したところです。
これらの取組みにより、全庁で年間約8.5億円、人件費に換算すると約100名に相当する効率化が図られました。

2013（平成25）年度には、新たに「福岡県電子県庁システム次期整備計画」を策定しました。現在、本計画に基づき、財務会計、人事給与など県庁全体で利用する基幹システム18、土木情報、生活保護など各部局が所有するシステム20の合計38システムを対象に、各システム個別に調達・設置してきたサーバの統合を進めているところです。この統合により、システム整備・運用に係る全体費用の削減、信頼性・安全性の向上、職員の運用負担の軽減などが図られます。

サーバ統合基盤のイメージ

[image: ]18システム
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さらに、2016（平成28）年度に策定された「福岡県行政改革大綱」に基づき、ICTの活用による仕事の生産性向上を図るため、モバイルワークの導入を進めているところです。
今後も、適切な業務の見直しや、新しいICTを積極的に活用した情報システムの更新を行い、業務運営の効率化とコストの削減を進めていく必要があります。

市町村が業務の効率化を図るためには、県と同様にICTの利活用が不可欠ですが、市町村によって、人材面、技術面及び財政面の制約に大きな差が見られます。
このため、2002（平成14）年に、本県と市町村が共同で「ふくおか電子自治体共同運営協議会」を設立し、住民サービスの向上や行政事務の効率化、県と市町村が連携・協働した電子自治体の構築、地域情報化の推進を目的にした様々な事業を実施しています。
特に、個別の市町村で対応するよりも共同で実施する方が効率的なものについては、積極的に共同化をするよう働きかけています。
具体的には、2018（平成30）年９月時点で、共同利用センターサービス（LGWAN接続サービス）については27市町村が、電子申請サービスについては50市町村が、災害に備え重要なデータを遠隔地に保管するデータバックアップサービスについては19市町が、電子入札サービスについては3市町が、それぞれ利用しています。
サーバや通信機器などのハードウェアを市町村が必要な期間や数量だけ利用できるよう、県では、2013（平成25）年度に「ふくおか自治体クラウド」を構築しました。これを活用すると、「選挙速報システム」のような一時期のみ必要なシステムを低価格で使用することができます。現在は、ハードウェアに加え、グループウェアや工事執行管理などの業務システムについても、選択して利用できるようになっており、17市町が活用しているところです。

県においては、今後も、「ふくおか電子自治体共同運営協議会」を中心に具体的に共同利用できる業務を協議するなど、市町村の業務の効率化を支援することとしています。

	「ふくおか電子自治体共同運営協議会」におけるサービスの状況（2018年9月現在）

	サービス名
	開始年度
	利用市町村数

	共同利用センターサービス
	2002（平成14）年度
	27

	電子申請サービス
	2006（平成18）年度
	50

	遠隔地データバックアップサービス
	2011（平成23）年度
	19

	電子入札サービス
	2013（平成25）年度
	3

	ふくおか自治体クラウド
	2013（平成25）年度
	17




[bookmark: _Toc534827311]７　情報セキュリティ対策
インターネットやコンピュータ等を不正に利用して、データ詐取や改ざんを行うといったサイバー攻撃が世界規模で頻繁に発生しており、その脅威はますます高まる状況にあります。このため、多くの住民や企業の情報を取り扱う地方自治体にとって、情報セキュリティ対策や個人情報の適正な取扱いの確保は、重要な課題となっています。

本県では、情報セキュリティ対策に関して、具体的な遵守事項を定めた「福岡県情報セキュリティ対策基準（2002（平成14）年12月施行）」を制定し、この基準に基づき、様々な情報セキュリティ対策を講じています。
物理的対策としては、火災や地震といった災害対策や、厳格な入退室管理による不正アクセス対策が取られているデータセンターに、情報通信装置やデータを設置・保管しています。技術的対策としては、サイバー攻撃や内部からのデータ持出による情報漏えいを防ぐ対策を実施しています。人的対策としては、情報セキュリティに係る研修や監査等を実施しています。
また、マイナンバー制度の導入を受け、マイナンバー利用事務の専用ネットワークの構築、県と市町村共同でサイバー攻撃を防御する「福岡県自治体情報セキュリティクラウド」の構築、安全なホームページ閲覧やインターネットメールの受信を実現するための庁内ネットワークとインターネット環境の分離など、情報セキュリティ対策の強化を実施したところです。

今後も、標的型攻撃メールやウェブサイトの改ざんなど、サイバー攻撃の手法が巧妙化・複雑化する傾向にあることから、市町村と共同して、攻撃手法に対する情報収集や対策の検討を行い、情報セキュリティ対策を実施していくことが必要となります。


















[bookmark: _Toc534827313]第３章　官民データ活用推進計画施策体系及び具体的な取組み

Ⅰ　官民データ活用推進計画の施策体系



本県人口の将来展望、ICTの動向、本県がこれまで進めてきたデータ活用の状況を踏まえ、この計画では、住民及び事業者の利便性向上、地域課題の解決、行政事務の効率化を施策の柱として、総合的、体系的に官民データの利活用を促進していくこととします。
[bookmark: _Toc534827315]１　住民及び事業者の利便性向上
住民及び事業者の利便性向上については、行政手続のオンライン化の推進、マイナンバー制度の普及・活用、デジタルデバイドの解消を図ることにより、住民や事業者にとって便利で快適な行政サービスを誰もが受けられる環境を更に充実していきます。
[bookmark: _Toc534827316]２　地域課題の解決
地域課題の解決については、行政情報のオープンデータ化の推進、IoTの活用により、行政の保有する情報と民間の保有するノウハウや技術を結合することにより、地域の活性化につながる新しいシステムの開発を促していきます。
[bookmark: _Toc534827317]３　行政事務の効率化
行政事務の効率化については、情報システムの統合や県と市町村によるシステムの共同開発・共同利用など、情報システムの効率的な利用を進めます。併せて、情報セキュリティ対策を確実に実施し、マイナンバーを含む住民の個人情報や機密性の高い重要情報の漏えいが起こらないように努めます。

本計画の施策体系行政手続のオンライン化の推進
マイナンバー制度の普及・活用
デジタルデバイドの解消
行政情報のオープンデータ化の推進
IoTの活用
情報システムの効率的な利用
情報セキュリティ対策
住民及び事業者の利便性向上
行政事務の効率化
地域課題の解決

Ⅱ　官民データ活用推進計画における具体的な取組み


[bookmark: _Toc534827319]１　行政手続のオンライン化の推進
（施策の方向性）
行政手続のオンライン化は、便利で簡単に行政手続を行えるようにするものであり、インターネットを利用することで24時間365日どこからでも手続を行うことができるため、住民及び事業者にとって大きなメリットがあります。
行政機関にとっても、紙による申請の場合と比べて、窓口での受付やデータの転記が不要になるなど、業務の効率化やコストの削減が進みます。
このため、オンライン化の対象手続の拡大や、オンラインを利用するメリットを周知し、多くの住民や事業者に利用されるよう取組みを進めます。
行政手続のオンライン化の推進については、「対象手続数」「オンライン利用率（対象手続におけるオンライン申請の割合）」を指標として設定します。

指標
①　対象手続数
71手続（2018年度）　→　100手続（2021年度）
②　オンライン利用率
50パーセント（2018年度）　→　60パーセント（2021年度）

（主な取組み）
①　対象手続数の拡大
○　オンライン化していない手続を総点検することで、例えば、マイナンバー制度の導入により添付書類が不要になったものなど、オンライン化が可能な事務の洗い出しを進め、対象手続の拡大を図ります。
○　「遺失物届出」「保健師助産師看護師法に基づく氏名等の届出」「警察官採用試験の受験申込」など、住民ニーズが高く、オンライン化が可能なものについては、優先的にオンライン化に取り組みます。

②　オンライン利用率の向上
○　オンライン利用率が低いものについては、県ホームページでの広報、県の出先機関や市町村窓口でのチラシの配布などにより、利便性を周知することで利用の拡大を図ります。
〇　法人二税の申告などの事業者が行う手続については、県ホームページでの広報などに加え、業界団体のホームページや機関誌での広報要請などにより、利用の拡大を図ります。

③　市町村の行政手続のオンライン化の拡大
○　「ふくおか電子自治体共同運営協議会」において既に共同運営を行っている電子申請システムや電子入札システムについて、利用していない市町村に対して利用コストや効果を説明し、共同利用を働きかけます。
○　システム運用に従事する職員が少ない小規模な市町村においても電子申請システムなどを容易に利用できるよう、操作マニュアルを充実するとともに、研修会を開催します。
○　介護ワンストップサービスなど国が電子申請を検討している手続については、市町村が円滑にオンライン化を実現できるよう、説明会の開催、必要な機材やソフトウェアの整備などの支援を行い、市町村のオンライン化対象手続の拡大に努めます。
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[bookmark: _Toc534827320]２　マイナンバー制度の普及・活用
（施策の方向性）
マイナンバー制度は、住民が行政手続を行う際、住民票などの添付書類が不要となるなど、住民にとって利便性の高いものですが、マイナンバー制度が信頼される社会基盤として確立していくためには、収集された特定個人情報が適正に取り扱われることが重要です。このため、緊急時対応手順の整備や情報セキュリティ監査の実施などの組織的対策、マイナンバーを取り扱う事務担当者に対する研修やマニュアル整備などの人的対策、入退室管理やデータの暗号化などの物理的対策、専用ネットワークの構築やアクセス制限などの技術的対策といった安全管理措置を着実に講じる必要があります。
住民は、添付書類が不要となることに加え、マイナンバーカードを取得することで、勤務地においても居住地の各種証明書を取得できるコンビニ交付サービス、電子申請や自分のマイナンバーの利用状況が確認できるマイナポータルの利用、民間事業者や自治体が付与したポイントを地域の商店街の買い物や公共施設の利用料金などで利用できるサービス（マイキープラットフォーム）などの利便性の高いサービスを受けることができます。このため、これらのサービスを導入する市町村を増やしていきます。
マイナンバー制度の普及・拡大については、マイナンバーカードを活用した行政サービスの代表的なものとして、「コンビニ交付サービスを導入する市町村数」を指標として設定します。

指標
・　コンビニ交付サービス導入市町村数
17（2018年度）→　40（2021年度）

（主な取組み）
①　マイナンバー制度の安全対策の徹底
○　特定個人情報ファイルを取り扱うことのできる情報システム端末を限定するなど国の第三者機関である個人情報保護委員会が定める「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン」（以下「特定個人情報取扱いガイドライン」という。）に沿って安全管理措置を実施します。
○　所管事務でマイナンバーを利用する各所属に対し、特定個人情報取扱いガイドラインで求められる安全管理措置の遵守状況を確認し、特定個人情報の適切な取扱いを徹底することを目的に情報セキュリティ監査を実施します。
○　特定個人情報を取り扱う担当者に対し、特定個人情報取扱いガイドラインで求められる安全管理措置や情報漏えいの防止に関する研修を実施します。
○　事業者の要請に応じて、特定個人情報取扱いガイドラインで求められる安全管理措置や情報漏えいの防止に関する研修会を実施します。

　　②　マイナンバーカードの交付促進
○　県や市町村のホームページ、広報誌、市町村住民窓口でマイナンバーカードの利便性を住民に周知し、その普及を促進します。
○　警察署や自動車運転免許試験場において、運転免許証の自主返納を行う住民に対して、マイナンバーカードの身分証明等の機能を周知するためのチラシを配布します。
○　マイナンバーカードの交付促進に関する成功事例やマイキープラットフォームの取組事例を紹介する説明会等を開催します。
○　視覚障がいがある方が円滑にマイナンバーカードの交付申請を行うことができるよう、市町村職員向けの対応マニュアルを作成します。
○　小規模市町村がコンビニ交付サービスを導入できるよう、低いコストで導入できるシステムや財政支援制度などに関する説明会を実施します。


[bookmark: _Toc534827321]３　デジタルデバイドの解消
（施策の方向性）
地理的な制約による格差については、本県の超高速ブロードバンドの世帯の普及率は、2018（平成30）年3月現在、固定系は99.4％、移動系を含めると99.9％となっていますが、今なお空白地域が残っており、この解消に努めます。
年齢・身体的な条件による格差については、ウェブアクセシビリティに関するJIS規格で「レベルAA」の水準を満たしている「福岡県庁ホームページ」に加え、分野・事業別に県が開設しているホームページについても、防災、福祉、医療など緊急度、優先度の高いものから、「レベルAA」の水準を満たすよう改修します。
デジタルデバイドの解消については、「ウェブアクセシビリティに関するJIS規格で「レベルAA」の水準を満たす県のホームページ数」を指標として設定します。

指標
・　ウェブアクセシビリティに関するJIS規格で「レベルAA」の水準を満たす県のホームページ数
2（2018年度）　→　25（2021年度）

（主な取組み）
①　地理的な制約による格差の解消
○　超高速ブロードバンドの整備意向がある市町村に対して、国の助成制度に関する助言や、市町村の整備計画策定の支援を行います。
○　離島や山間部などの条件不利地域で超高速ブロードバンドの整備が進むよう、支援策の拡充について、国に対して要望を行います。

②　年齢・身体的な条件による格差の解消
○　分野・事業別のホームページについて、新規に開設するときは、ウェブアクセシビリティに関するJIS規格で「レベルAA」の水準を満たすよう構築します。既にあるホームページについては、更新時に順次、「レベルAA」の水準を満たすよう改修します。
○　高齢者や障がいがある方、災害時に多くの人が利用するホームページについては、更新時にかかわりなく、「レベルAA」の水準を満たすよう優先的に改修します。
○　ホームページ所管課の担当職員に対して、デジタルデバイドの解消に関する研修を実施します。

③　Wi-Fi環境の整備促進
〇　避難所・避難場所などの重点整備地区へのWi-Fi環境の整備が進むよう、市町村に対して、国の支援制度や活用事例などの説明会を実施するとともに、国に対して支援制度の拡充を要望します。

[bookmark: _Toc534827322]４　行政情報のオープンデータ化の推進
（施策の方向性）
オープンデータの利活用を進めるため、コンピュータによる判読性が高いデータや、加工や編集がしやすいデータなど、質の高いデータを多く提供するとともに、利用者のニーズに応じてデータの種類や分野を増やしていきます。
県内すべての住民が地域課題の解決や新たなサービスの利用など、オープンデータの利活用による効果を享受できるよう、すべての市町村においてオープンデータサイトの開設・運用を目指していきます。
オープンデータを利用して、例えば、行政が提供した保育施設に関する情報と、民間事業者が自ら収集した保育サービスに関する情報とを組み合わせることで、住民が希望する保育情報を容易に収集できるといった、住民の利便性向上や地域課題の解決につながる官民協働による新たなアプリケーションやサービスの開発、ビジネスの創出を促進します。
行政情報のオープンデータ化の推進については、「福岡県オープンデータサイトで公開されたデータ数」「オープンデータサイトの開設・運用を行う県内市町村の割合」「県のオープンデータを用いた新たなアプリケーションやサービスの開発数」を指標として設定します。

指標
①　福岡県オープンデータサイトで公開されたデータ数
　　　8,000（2018年度）　→　11,000（2021年度）
②　オープンデータサイトの開設・運用を行う県内市町村の割合
　　　40％（2018年度）　→　100％（2021年度）
③　県のオープンデータを用いた新たなアプリケーションやサービスの開発数
　　　1（2018年度）　→　10（2021年度）

（主な取組み）
①　オープンデータサイトのデータ数の拡大
〇　県が保有する行政情報のオープンデータ化が進むよう職員研修会やオープンデータサイトの操作説明会を実施します。
〇　県が保有するデータについては、防災、観光、子育て、医療、介護、福祉など県民生活にかかわりの深い分野を中心に、オープンデータ化が可能なものについて点検し、サイトへの登録を進めます。
〇　オープンデータサイトに寄せられた利用者からの要望を基に、ニーズが多いデータについてはオープンデータ化を進めます。




②　オープンデータサイトの開設・運用を行う市町村の拡大
〇　オープンデータサイトの開設・運用の取組手順、アプリケーションやサービスの開発事例に関する市町村説明会を開催するとともに、県内15の広域地域振興圏域単位でオープンデータの導入に関する意見交換会を開催し、オープンデータサイトの開設・運用に取り組む市町村を増やします。
〇　九州オープンデータ推進会議[footnoteRef:3]と連携し、カタログサイトの共同利用や、共通フォーマットの提供など、市町村が取り組みやすい環境を整備します。 [3:  地方自治体がオープンデータ化に取り組み始めるための支援及びオープンデータの利活用を促進する社会基盤の構築を目的として、2016（平成28）年5月に福岡県・北九州市・福岡市・久留米市、公益財団法人福岡アジア都市研究所及び公益財団法人九州先端科学技術研究所で設立] 

〇　市町村を個別に訪問し、取組方法の説明や技術的な相談に応じるなど、きめ細かな支援を行います。

③　オープンデータの利活用の拡大
〇　二次利用しやすい形式でオープンデータ化が行われるよう職員向けのデータ作成マニュアルを作成するとともに、職員説明会を開催します。
〇　産学官民で構成する「福岡県オープンデータ利活用推進会議」において、新たなアプリケーションやサービスの開発を促進していきます。
〇　オープンデータサイトに、オープンデータを利用したアプリケーションをいつでも、誰でもダウンロードできる「利活用ライブラリ」を新たに設置し、更なるアプリケーションやサービスの開発につなげていきます。
〇　オープンデータサイトに寄せられた要望を基に、検索機能や操作性の見直しを行い、利用者の利便性を向上していきます。


[bookmark: _Toc534827323]５　IoTの活用
　（施策の方向性）
福岡県IoT推進ラボを核に、IoT製品・サービスの創出を促進し、県内企業のIoT分野への参入を進めます。
また、県内各産業及び県内市町村等に対し、生産性の向上や課題の解決を図る観点から、IoTの利活用を推進します。
あわせて、オープンデータ化を推進し、広く県民や企業に提供することで、データの利活用を促進します。
IoTの活用については、製品開発支援、ビジネスマッチング支援、市場開拓支援など、「県がビジネス展開を支援した件数」「オープンデータ化されたIoT機器等のセンサーデータ数」を指標として設定します。

指標
①　県がビジネス展開を支援した件数
累計11件（2017年度）　→　累計200件（2021年度）
②　オープンデータ化されたIoT機器等のセンサーデータ数
1（2018年度）　→　10（2021年度）

（主な取組み）
①　福岡県IoT推進ラボを核としたIoT製品・サービスの創出促進
福岡県IoT推進ラボを核に「ニーズの掘り起し」「ビジネスマッチング」「プロジェクトの推進」「市場開拓支援」「人材育成」の5つの取組みを中心に進め、IoT製品・サービスの創出を図ります。また、これを効果的に行うため、フクオカベンチャーマーケットなどの関連機関との連携を強化します。

②　IoT利活用の推進
県内各産業の課題解決や生産性の向上を図るため、IoT製品・サービスの普及を図ります。
また、市町村等に対して説明会や試用環境の提供などを通じて、IoT製品・サービスの導入を図ります。さらに、農業、防災、介護、教育など様々な分野で課題を解決するため、IoTの利活用を進めていきます。

③　IoT機器等のセンサーデータのオープンデータ化
各種計測や実証実験などで得られたセンサーデータのうち、広く利活用することが有効と考えられるものについては、積極的にオープンデータ化を推進します。


[bookmark: _Toc534827324]６　情報システムの効率的な利用
（施策の方向性）
情報通信機器の性能は年々向上しており、技術の進歩を行政運営の効率化に有効に活用していくことが重要です。職員が使用する情報関連機器については、費用対効果を十分検討の上、更新し、システムの操作・作動環境の適切な確保を行います。
個別に調達・運用してきた情報システムについては、サーバ統合などにより、一元的に管理・運用を行うことで、経費を節減します。
仕事の生産性を向上させるため、情報通信機器を用いた働き方改革を進めます。
市町村が効率的に情報システムを開発、運用できるよう共同利用を促進します。
情報システムの効率的な利用については、県では、主要な38システムのサーバ統合を進めているところであり、この「統合を完了したシステム数」を指標として設定します。

指標
・　主要システムのサーバ統合完了数
24（2018年度）　→　38（2021年度） 

（主な取組み）
①　情報システムの一元的管理運用
〇　財務会計、人事給与、税務、土木情報、生活保護など県が管理する主要な38の情報システムについては、サーバ統合基盤に一元化することにより、調達、管理、運用費用の削減、セキュリティ確保のためのコスト負担の削減を図ります。
○　情報システムの新規導入、変更に当たっては、情報部門において、コスト、処理方式及びセキュリティ対策の内容を点検することで、より適切なシステムの開発、運用を実現します。

②　情報通信機器を活用した働き方改革
〇　タブレット端末を活用したモバイルワークの推進により、出張時に動画や写真を用いて説明する等、県民サービスの向上を図ります。また、出張中の移動や待ち合わせまでの時間を活用し、職場に戻らず場所を問わないで業務を行う等、働き方改革につなげます。
〇　音声認識技術を活用した会議録作成支援システムなど、仕事の生産性向上に資するシステムの導入を促進します。
○　校務支援システムの利用を促進することにより、教職員間の情報共有、保護者への正確かつ迅速な連絡といった、事務の効率化を図ります。

③　市町村の情報システムの効率的な管理・運用
○　市町村の業務については、既に共同運営を行っている電子申請サービスや電子入札サービスなどについて、利用していない市町村に対して利用コストや効果を提示することで、利用の拡大を図ります。（再掲）
〇　国民健康保険の「市町村事務処理標準システム」など市町村が新たに導入するシステムについては、市町村が共同で利用できる「ふくおか自治体クラウド」を活用して、効率的な導入と運用を実現します。
〇　システム運用に従事する職員が少ない小規模な市町村においてもシステムを容易に利用できるよう、操作マニュアルの整備や研修会の開催などを行います。（再掲）
[bookmark: _Toc534827325]７　情報セキュリティ対策
（施策の方向性）
高度化・巧妙化するサイバー攻撃による、行政情報の漏えい、ホームページの改ざん、システムの停止等のリスクを回避するため、外部からの侵入経路を県と市町村で集約し、複数の高度なシステムを組み合わせたセキュリティ対策を実施します。サイバー攻撃だけではなく、内部からのデータ持出等による情報漏えいを防止するためデータ管理を徹底します。
マイナンバーをはじめとする個人情報を確実に保護するため、技術的、人的両面からセキュリティ対策を実施します。
情報セキュリティ対策については、サイバー攻撃から情報を守り、情報漏えいを確実に防ぐため、「外部攻撃による重要情報の漏えいを発生させない」ことを指標として設定します。

（指標）
・　外部攻撃による重要情報の漏えいを発生させない

（主な取組み）
①　サイバー攻撃対策の推進
〇　サイバー攻撃から重要情報を守るため、県と市町村が共同で構築した「福岡県自治体情報セキュリティクラウド」において、24時間不正アクセスを監視するとともに、新たな攻撃手法については、それに応じたセキュリティ対策を実施します。
〇　職員のパソコンが、インターネットを通じてウイルスに感染しないよう、ホームページの閲覧、インターネットメールの受信の際に、確実にウイルスの侵入を防ぐシステムの管理・運用を行います。
〇　マイナンバーを利用するシステムについては、インターネットや県庁内の他のシステムと完全に分離された専用ネットワークを構築するとともに、パスワードとICカードを併用して利用者認証を強化することにより、個人情報の保護を徹底します。

②　データ保護対策の推進
〇　部外者によるシステムの不正操作やデータ取り出しを防止するため、38の県の主要な情報システムについては、監視カメラやセキュリティゲートといった厳格な入退室管理機能を備えたデータセンターを活用します。
〇　内部からの個人情報、重要情報の漏えいを防ぐため、USBメモリ等の外部記録媒体の利用によるデータ持出の管理や、電子メールの誤送信の防止等を徹底します。
〇　情報システムの新規導入時や更新に当たっては、情報部門においてセキュリティ対策の内容を点検することで、適切な情報セキュリティ対策を実装するよう、指導を徹底します。
〇　業務システムや執務室等において、適切な情報管理が行われているか、定期的に情報を取り扱う職員による自己点検や、情報セキュリティ監査を実施します。
〇　重要情報を取り扱う職員を中心に、定期的に情報セキュリティ研修を実施します。

















[bookmark: _Toc534827327]第４章　官民データ活用推進計画の
[bookmark: _Toc534827328]推進方策



Ⅰ　成果の検証と新たな施策の検討


この計画では、県庁各部局、教育委員会、県警察本部が取り組む施策を体系的に整理し、数値目標を設定しています。
計画が着実に推進されるよう、副知事をトップに各部長、教育長、県警察本部長で構成する「福岡県官民データ活用推進本部」において、毎年、施策の進捗状況、具体的成果、解決すべき課題を確認しながら、PDCAサイクルにより施策の実効性を高めていきます。



[bookmark: _Toc534827330]Ⅱ　市町村との連携

市町村の行政手続のオンライン化や情報システムの効率的な運用に当たっては、県と市町村で組織する「ふくおか電子自治体共同運営協議会」が中心となり、計画に位置づけた施策の着実な推進を図るとともに、施策の進捗状況、具体的成果、解決すべき課題を確認しながら、PDCAサイクルにより施策の実効性を高めていきます。
行政情報のオープンデータ化については、県内15の広域地域振興圏域単位で意見交換を行い、すべての市町村がオープンデータサイトを開設するよう働きかけていきます。
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用語集



	索引
	用語
	解説

	A
	AIスピーカー
	音声による指示に従って動作するスピーカーであり、「スマートスピーカー」とも呼ばれる。AIスピーカーが単独で動作しているわけではなく、ネットワークによって接続されているクラウドが各種の認識や、それに応じたサービスを提供している。

	B
	Bluetooth
	無線LANのようにデータの送受信を行うための無線通信規格のこと。最大通信距離が無線LANより短い半面、消費電力が少ないという利点があり、スマートフォンやタブレット端末など、多くのデジタル機器で使用される。

	
	bps
(bit per second)
	通信速度の単位のこと。1秒間に何ビットのデータを送受信できるかを表す。Kbpsは、bpsの千倍、Mbpsは百万倍、Gbpsは十億倍となる。
なお、ビット(bit)とはbinary digit(2進数)の略であり、コンピュータが扱うデータの最小単位のこと。「0か1か」という情報ひとつが1ビットで、それを8桁にしたもの、つまり8ビットで1バイト(Byte)という単位になる。データ通信量を表す際には、主にバイトで表記される。

	G
	GPS
(Global Positioning System)
	全地球測位システムのこと。人工衛星を利用して、利用者の現在位置を正確に把握するシステム。

	I
	ICT
(Information & Communications Technology)
	情報通信技術のこと。従来のIT(Information Technology)に代わり、通信ネットワークによって情報が流通することの重要性を意識して使用される言葉。

	
	IoT
(Internet of Things)
	「モノのインターネット」と呼ばれる。自動車や家電、ロボット等あらゆるモノがインターネットにつながり、情報をやり取りすることで、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出す。

	L
	LAN
(Local Area Network)
	企業内、ビル内、事業所内等の狭い空間において、コンピュータやプリンタ等の機器を接続するネットワークのこと。

	


	
	

	L
	LGWAN
(Local Government Wide Area Network)
	総合行政ネットワークのこと。地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、地方公共団体間のコミュニケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用を図ることを目的とする、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク。

	M
	M2M
(Machine-to-Machine)
	ネットワークに繋がれた機械同士が人間を介在せずに相互に情報交換し、自動的に最適な制御が行われるシステムのこと。

	N
	NFC
(Near Field Communication)
	数センチという非常に短い距離でのみ使える近距離無線通信規格のこと。電子マネーでの支払や交通系ICカード等に使われる技術である。

	P
	PDCAサイクル
	PDCAとは、「計画(Plan)→実行(Do)→評価(Check)→改善(Act)」のプロセスのことであり、このプロセスを繰り返すことによって、品質の維持・向上および継続的な業務改善活動を推進するマネジメント手法のこと。

	R
	RFID
(Radio Frequency Identifier)
	商品などに非接触型の「ICタグ(微小な無線ICチップの一種)」を埋め込んで、商品等の情報を記録しておき、近距離の無線通信によるデータ交信によって商品等の確認を自動識別する技術のこと。

	
	Ruby
	まつもと ゆきひろ氏により開発されたプログラミング言語(コンピュータに対する命令を記述するための言語)のこと。他の言語に比べ記述量が少なく、アプリやゲームの開発から業務システムまで幅広い開発が可能である。

	W
	Wi-Fi
	無線LAN の標準規格である「IEEE802.11a/b/g/n」の認知を深めるため、業界団体のWECA(現：Wi-Fi Alliance)が名付けたブランド名のこと。

	Z
	Zigbee
	センサーネットワークを主目的とする近距離無線通信規格のこと。通信距離が短く、速度も非常に低速である代わりに、安価で消費電力が少ないという特徴を持つ。

	



	
	

	あ
	アプリケーション
	コンピュータのOS(基本ソフト)上で動作するソフトウェアのこと。ファイル管理やネットワーク管理、ユーザ管理といった基本的な機能を持つOSに対して、ワープロや表計算ソフトといったソフトウェアのことをアプリケーション(応用ソフト)と呼ぶ。また、スマートフォンの場合は、ゲームをはじめ、動画再生や文書作成など、さまざまな目的に応じたアプリケーションがあり、「アプリ」と略される場合もある。

	い
	移動系(ブロードバンド)
	端末を移動しながら、広範囲で利用できる通信網のこと。携帯電話回線(LTE・4G等)を利用するものが該当する。

	
	イノベーション
	新技術の発明や新規のアイデア等から、新しい価値を創造し、社会的変化をもたらす自発的な人・組織・社会での幅広い変革のこと。

	
	インフラ
	インフラストラクチャ(Infrastructure)の略。産業や生活の基盤のこと。インターネットの世界では、通信環境の設備やそれらを提供するサービスを表す言葉として使用される。

	う
	ウェブアクセシビリティに関するJIS規格
(JIS X 8341-3：2016)
	高齢者や障害のある人を含む全ての利用者が、端末やウェブブラウザなどに関係なく、ウェブコンテンツを利用するための基準を定めたもの。品質基準として、3つの達成基準(レベルA(25項目)・レベルAA(38項目)・レベルAAA(61項目))がある。

	か
	介護ワンストップサービス
	介護や介護予防のために必要な行政手続をオンライン化し、Web サイト上でサービスの検索から申請が可能なもの。

	
	官民データ
	国や地方公共団体、独立行政法人、民間企業が、管理・利用・提供するデータのこと。国の安全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、安全の保護に支障を来すことになるおそれがあるデータは除かれる。

	く
	クラウド
	クラウドコンピューティングを略した呼び方で、ハードウェアやデータ、アプリケーション等のコンピュータ資源をネットワーク経由で利用する仕組みのこと。

	く
	グループウェア
	組織内部のスケジュールやタスクなどの共有やテレビ会議やメールなどのコミュニケーションを目的としたソフトウェアのこと。

	こ
	公衆無線LAN
	無線LANとは、ケーブル線の代わりに無線通信を利用してデータの送受信を行うLANシステムのことであり、このLANシステムのうち、店舗や公共の空間などで提供されるインターネット接続サービスのこと。

	
	子育てワンストップサービス
	児童手当や保育、母子保健といった子育て関連の行政手続をオンライン化し、Web サイト上でサービスの検索から申請が可能なもの。

	
	固定系(ブロードバンド)
	広範囲で利用できる移動系に対し、特定の場所で利用する通信網のこと。光ファイバー(FTTH：Fiber To The Home)やケーブルテレビ(CATV)を利用するものが該当する。

	
	コネクテッドカー
	ICT 端末としての機能を有する自動車のこと。車両の状態や周囲の道路状況など様々なデータをセンサーにより取得し、ネットワークを介して集積・分析する。

	さ
	サーバ
	ネットワーク上で情報やサービスを提供するコンピュータのこと。逆に、サーバに対して、情報やサービスを要求するコンピュータをクライアントと言う。例えば、インターネットでは、Webサーバやメールサーバなどが使用されている。

	
	サプライチェーン
	原材料や部品の調達から、生産、物流、販売を経て、消費者の手に届くまでの全プロセスの繋がりのこと。

	し
	情報連携ネットワーク
	国や地方公共団体、独立行政法人といった異なる行政機関の間で、マイナンバーを含む個人情報をやり取りすることのできる専用のネットワークのこと。

	す
	スマート工場
	高度な工場自動化を実現した上で、工場内の機器や設備を相互にネットワークで接続し、IoT化することで生産革新を実現する工場のこと。

	
	スマートシティ


	IoTやビッグデータといった新しい技術等を活用し、生産性やQoL(生活の質)向上を目指し、都市機能の高度化を目指す都市のこと。

	
す
	スマートメーター
	測定した電気使用量を遠隔地に送ることができる電力メーターのこと。スマートメーターのデータを活用することで、より細かな電気の使用状況の確認や、住宅のエネルギーを管理・制御する機器等を設置することにより、効果的な省エネが可能となる。

	せ
	センサーデータ
	部屋、工場、道路など至る所に埋め込まれたセンサーにより収集されるデータのこと。

	た
	タブレット端末
	薄い板状のパソコンやモバイル端末の総称で、液晶画面にタッチすることで操作可能なインターフェースを搭載した持ち運び可能なコンピュータのこと。

	ち
	超高速ブロードバンド
	通信速度が下り30Mbps以上の通信網で、固定系ではFTTHやCATV、移動系ではLTEや4G回線が該当する。

	て
	デジタルヘルスケア
	予防やケア、治療におけるデータをデジタル化し、そのデータを活用して医療向上や健康増進をはかること。

	
	電子申請
	インターネットを利用して、申請・届出などの行政手続をいつでも、どこからでも実現できるようにするもの。電子申請を利用することで、行政機関の窓口に出向いて紙によって行っている申請・届出などの手続が、自宅や会社のパソコンを使って行える。

	
	電子入札
	インターネットを利用して、入札情報(調達案件内容)の入手や入開札までの一連の行為を行えるようにするもの。これにより、場所や時間の制約を最小限として競争参加資格確認申請から入札参加者への落札決定の通知までの業務が電子的に実現される。

	と
	トラヒック
	ネットワーク上を流れる音声や文書、画像等のデジタルデータの情報量のこと。通信回線の利用状況を調査する目安となる。「トラヒックが増大した」とは、通信回線を利用するデータ量が増えた状態を指す。

	は
	パーソナルデータ
	個人情報に加え、スマートフォンやパソコン等から得られる移動や行動、購買履歴といった個人と関係性が見出される広範囲の情報のこと。

	は
	バイタルセンサ
	心拍・脈拍・血圧・心電・血中酸素濃度など生体に関するデータを測定するセンサーのこと。

	
	バックアップ
	データを磁気テープなどの別の記憶媒体に保存して、大事なデータの複製を作っておくこと。 バックアップを取っておくことで、データが壊れてしまったときに、バックアップ時の状態に復元することができる。

	ひ
	ビッグデータ

	スマートフォンからの位置情報や時々刻々と生成されるセンサーデータなど、多種多量なデータのこと。

	

	標的型攻撃
	特定の組織を狙って、機密情報や知的財産、アカウント情報(ID、パスワード)などを窃取しようとする攻撃のこと。この攻撃では、標的の組織がよくやり取りをする形式のメールを送りつけ、そこについている添付ファイルやリンクをクリックさせ、そこからマルウェア(コンピュータウイルスのような有害なソフトウェアの総称)配布サイトに誘導するなどの手口がよく使われる。

	ふ
	不正アクセス
	ID・パスワード等により利用が制限・管理されているコンピュータに対し、ネットワークを経由して、正規の手続を経ずに不正に侵入し、利用可能とする行為のこと。

	
	ブロードバンド
	大容量のデータを高速に流すことができる通信網のこと。固定系と移動系に分けられる。

	ま
	マイキープラットフォーム
	マイナンバーカードのマイキー部分(ICチップの空きスペースと公的個人認証の部分で、国や地方自治体といった公的機関だけでなく、民間でも活用できるもの)を活用して、マイナンバーカードを公共施設や商店街などに係る各種サービスを呼び出す共通の手段とするための共通情報基盤のこと。

	も
	モニタリングセンサ
	温度や振動など対象の状態を連続的あるいは定期的に観測・測定し、対象を継続的に監視する各種センサーのこと。

	
	モバイルワーク
	ノートパソコンや携帯電話などを用いて、出張先や移動中の空き時間にオフィス外で働く作業の総称のこと。
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総人口、年齢区分別人口の推移（全国）
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政府や地方公共団体などが保有する公共情報について、

オープンに提供していくデータ。官民データ活用推進基

本法でも積極的に推進していくこととされている。

生産現場のIoT機器データ、橋梁に設置されたIoT機器か

らのセンシングデータ（歪み、振動、通行車両の形式・

重量）等が挙げられる。

農業やインフラ管理からビジネス等に至る産業や企業が

持ちうるパーソナルデータ以外の暗黙知（ノウハウ）を

デジタル化・構造化したデータとして捉えられる。

個人の属性情報、移動・行動・購買履歴、ウェアラブル

機器からのデータなど個人情報を含むものや、匿名加工

された人流情報、商品情報等が含まれる。
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通信規格 最高伝送速度
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2
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遅延

5G 10Gbps 100万台 1ミリ秒

4G 1Gbps 10万台 10ミリ秒

LTE 100Mbps 1万台 10ミリ秒
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平成16年度 平成28年度 平成29年度

対象手続数 56 68 71

電子申請件数 694 268,750 278,970

紙申請件数 134,815 278,650 269,950

申請総数 135,509 547,400 548,920

オンライン利用率 0.5% 49.1% 50.8%

本県のオンライン化した行政手続の状況
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